
Abstract :

Information systems (IS) researchers has long been discussing about its establishment 

as a reference discipline and academic contribution to foundational disciplines from the 

inception of the discipline. They have employed some research approaches, including 

literature review and citation analysis for the study. We employed literature review, and 

find longitudinal change of positioning of IS research against other foundational disciplines. 

We also conducted a citation analysis for Journal of Association for Information Systems 

(JAIS) to find the trend of citation to related journals in foundational disciplines. Although 

we could not find statistically significant results, we find supportive trends. 

Keywords : Information systems, citation analysis, reference discipline, academic 

contribution, academic journals.
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1. はじめに

経 営 情 報 シ ス テ ム 学（Management 

Information Systems: MIS）は，歴史的には経

営情報論他，様々な名前で呼ばれていた。しか

し今日欧米ではより簡略に，情報システム学

（Information Systems: 以下では IS と略記す

る） の名に統一されている （Davis, 2003）。 

海外ではかつて，これを研究する幾つかの

学会があった （Sato, et al., 2009）。しかし現

在は世界的に，1994 年設立の Association for 

Information Systems（以下では AIS と略記す

る）及びその関連機関に統一されている。日本

でも幾つかの学会が IS を研究対象としている

（佐藤， 2012）。

IS は組織科学 （Organization Science: OS），

コンピュータ科学 （Computer Science: CS），

そして経営科学 （Management Science: MS）

の 3 領域を研究基盤として発生し，これらの

知的遺産に依拠して研究を発展させてきた

（Swanson, 1984; Grover et al., 2006）1）。このた

め，IS は上記の知的基盤分野から独立した独

自の研究領域であるか，IS 独自の学術貢献あ

るいは中核理論があるか，について IS の出現

当初から広範な議論があり，今迄に多数の関連

研究論文が発表されてきた（Straub， 2012）。

IS の学術的独自性についての議論あるいは

懸念は，IS の創立当初からあった。しかし

1990 年代以降今世紀初頭にかけて，そして今
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日でも特に海外では，IS 研究者に厳しい時代

になっている（古賀， 2009b）。このような中

で，前世紀末には，IS の学術的独立性を疑問

視する意見が多かった。Banville and Laundry

（1989）は「MIS が単一の科学分野となること

は，近い将来ありそうもない」と述べている。

Benbasat and Weber（1996）は，⒜対象とす

る問題の多様性，⒝理論的基盤と参照分野の多

様性，そして⒞データ収集・分析方法の多様性

が，IS の独立性を損なっていると述べている。 

Swanson, and Ramiller（1993）は，IS 研究で

は知的基盤領域から素材を借りることが多く，

その割には知的基盤領域に貢献していないと述

べている。

今世紀初頭には，IS の独自性の議論が一つ

のピークに達した。佐々木（2011）は象徴的な

MIS Quarterly の特集や国際会議（ACIS）の

議論を要約して紹介している。古賀（2009b）は，

高度情報化の進展でどこでも情報技術が当たり

前になったために，踏襲すべき従来の理論的背

景があまりにも広範になった結果であると説明

している。

他方で，IS は独立した学問分野として確立

しつつあるという意見が，今世紀になって増え

てきた。Wade et al.（2006）は，「IS はまだ独

立した参照分野とは言えないが，その方向に向

かいつつある」と述べている。古賀（2009a）

は，IT 研究に解釈主義の視点を取り込むこと

で，IS を独自の学問領域として確立できると

述べている。更に遠山（2009）や松嶋（2009）は，

解釈主義アプローチの有効性を例示している。

IS の学術的独自性は既に確立したという主

張が，2010 年以降に増えてきた。佐々木（2011）

は「情報経営研究には独自の分野が存在する」

と述べて，特に IS デザイン分野での独自性を

主張している。Straub（2012）は，IS はその

設立当初から独自の学術貢献をしており，多

数の中核理論があると主張した。Beath et al.,

（2013）は「IS は，IT や人間を研究対象とす

る他の学術分野に貢献をしてきた」と述べて

いる。半世紀以上における IS 研究の歴史の中

で，IS 研究者は独自の中核理論構築に努力し，

それなりの成果を上げてきたと Grover（2013）

は述べており，筆者もこれが妥当な評価である

と考える。

しかし IS は依然として関連学術分野から

の知識流入に依存しており，この傾向は変わ

らない。他分野からの知識流入への依存（所

謂 Source-sink 問 題 ） は，IS の 学 術 的 独 立

性に関わるもう一つの問題である（Banville 

and Laundry, 1989; Polite and Watson, 2009; 

Straub, 2012）2）。Polite and Watson（2009） 

は彼らの社会ネットワーク分析（Social network 

analysis: SNA）の結果から，IS 研究者は 2 ダー

スほどの専門学術誌を研究の場としている。こ

れらは多数の関連分野から知識を引用している

（即ち sink 3）である）だけでなく，IS の専門学

術誌は十分な凝集性がなく，その点でも独立し

た学術分野としては未成熟であると論じている。

但し，Polite and Watson（2009）の上記の

結論には注意が必要である。彼らは「学術誌

の主観的な分類が従来使われてきたが，これ

は SNA で見いだされる学術誌間の関係と必ず

しも一致しない」（p.616）と述べているにも

関わらず，上記の結論は彼らの主観的な学術

誌の専門分野分類に基づく SNA の解釈結果で

ある。これは所謂 basket 問題である4）（Polite 

and Watson, 2009; 佐藤，2012）。筆者は上記引
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用のとおり，SNA の結果に基づいて学術誌の

分類を判断するべきであると主張したい。この

原則に依れば具体的には，彼らの図 2 において，

IBMSJ（IBM Systems Journal），JASIS （Journal 

of the American Society for Information 

Science）， IPM （Information Processing 

and Management），CompJ （Computer 

Journal），IS（Information Science），IT&M

（Information Technology and Management），

IST（Information and Software Technology）， 

ECRA （Electronic Commerce Research and 

Application），JISci（Journal of Information 

Science），InfRes （Information Research）

は CS に含めるべきである。ちなみに Nerur 

and Sikora （2005） のクラスタ分析結果によ

る と，IBMSJ は CACM と 共 に CS 専 門 学

術誌に近い「techno-centric」に含まれてい

る。 同 様 に，JM （Journal of Management），

IJTM（International Journal of Technology 

Management）は OS に含めるべきである。

前記の評価「IS 研究者は半世紀以上におけ

るその歴史の中で，独自の中核理論構築に努力

し，それなりの成果を上げてきた」によるなら

ば，IS の参照文献比率 （即ち IS 専門誌への参

照の参照文献全体に対する比率） は長期的に高

まるはずである。これを本研究の第1仮説とする。

他方で，IS には source としての他分野に対

する知的貢献力が未だ不十分であるとしても，

高度情報化の研究への影響として，学問分野に

依らず，学問分野間の知識交流は増加する傾向

が一般的であると筆者は考える。

前記のように IS は CS, OS, MS の 3 領域か

ら生まれた。IS 以前にはコンピュータを扱う

分野は CS しかなかった。しかしコンピュー

タの普及及び社会の情報化進展に伴い，CS と

OS や MS との関連が発生し，その中から IS が

出現した。高度情報社会の今日，情報システム

は全ての分野で不可欠の要素であり，IS に関

連する，そして IS が研究対象とする周辺領域

は拡大しつつある。古賀（2009b）は，これが

IS 研究の危機の原因の一つであると説明して

いる。

他方，IS の他分野への貢献を主張する強気

の論調が今世紀になって増えてきたと前記した

が，これは今世紀になって情報化が進み，学術

分野間の交流が拡大した結果であると解釈する

こともできるかもしれない。Grover （2013）は

更に進んで，IS 研究の学術貢献を加速するた

めには，IS 研究者は既存の学術分野の枠に囚

われず，研究対象領域を積極的に拡大するべき

であるとも主張している。

佐藤（2012）は AIS の主力学術誌である

Journal of the Association for Information 

Systems （以下では JAIS と略記する），日本情

報経営学会誌及び経営情報学会誌の参照分析

の結果から，IS の研究論文では，伝統的な OS, 

MS, CS だけでなく，社会学（sociology: SO），

心理学（psychology: PS）及びマーケティング

（marketing : MA）分野の参考文献が多数ある

ことを示している。この傾向は特に日本の上記

2 誌で顕著であるが，JAIS においても，MA

と PS でそれぞれ約 5 ％ずつの外部参照がある。

以上から推論できるもう一つの仮説 （本稿の

第 2 仮説）は，社会の高度情報化に伴って IS

研究の研究対象範囲が拡張し，更には Grover

（2013）の提起に呼応して IS 研究の対象範囲を

拡大するならば，IS 学術誌において参照され

る学術研究分野は次第に拡大する傾向があると
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いうことである。そうであるならば，この結果

として IS の参照文献比率（すなわち IS 専門誌

の参照文献全体に対する比率）は長期的に低下

するはずである。

以上の第 1 仮説と第 2 仮説は相互に対立する

仮説であり，正反対の傾向を示唆する。恐らく

両方の力が働いていると，上記の文献調査から

推測される。では現状ではどちらの力あるいは

傾向が強いのであろうか。これが本稿の問題意

識である。

例えば JAIS 掲載論文が他分野の学術誌を参

照している場合，CS，MS，OS のどの分野の

学術誌への参照が増加又は減少する傾向がある

か。上記のように，IS 研究者はこれら他分野

を参照するとしても，その頻度に何らかの傾向

があるのかどうか，この点については過去に関

連研究がないので予想が付かない。そこで仮説

3 として，「他分野の参照傾向に長期的な変化

はない」を設定する。

本稿では以上の仮説を，JAIS 掲載論文につ

いての参照分析の方法で検討する。本稿第 2 節

では分析方法及び分析データを説明する。第 3

節では分析結果を纏める。そして最後の第 4 節

で，本稿の研究結果を纏めて，今後の研究展開

の方向を論じる。　

2. 分析方法と分析データ

以上のような学術分野間の相互参照関係を研

究する方法として，従来から文献研究・参照分

析 5）・SNA 等が使われてきた。IS 研究の初期

には文献研究の方法が主流であった（例えば

Banville and Laundry, 1989）。 そ の 後， 参 照

分析の方法 4）（例えば Culnan, 1986; Nerur and 

Sikora, 2005; Wade et al. 2006; 佐藤 ,2012）が

多用されるようになり，最近では SNA のよう

な新しい方法 （例えば Biehl and Wade, 2006; 

Polite and Watson，2009） も使われ始めてい

る。このうち参照分析には，比較的新しい論文

に対する分析ができること，個人的評価に左右

され難い客観的分析ができること等の利点があ

る （Biehl and Wade，2006）。そこで本稿でも

参照分析の方法により，上記仮説についての検

討を行う。

本研究では，JAIS の第 8 巻 1 号 （2007 年 1

月刊行）から第 12 巻 5 号 （2011 年 5 月刊行） 

までの合計 52 号に掲載された論文の参照文献

情報を全て抽出し，これを学術分野毎に分類

した件数データを用いて時系列分析を行った。

JAIS は月刊誌なので，1 号当たりの掲載論文

数が平均 3 本と少なく，この期間に全部で 154

本の論文が含まれていた。表 1 は巻毎の集計論

文数の内訳である。なお，第 9 巻の 11 号は欠

号である。

表 1　集計論文数の内訳

まず，これらの論文末尾にある参照文献を全

て抜き出した。参照文献の総数は 10,303 本で

あった。表 2 はこれらの参照文献を巻号別に集

計した参照文献数の一覧表である。

次に参照文献を論文・書籍・予稿原稿・ウェ

巻（年） 号数 集計論文数
8（2007） 12 36
9（2008） 11 34
10（2009） 12 36
11（2010） 12 32
12（2011） 5 16
合計 52 154
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ブページ・法令や標準・新聞記事・その他（技

術資料・ワーキングペーパー・及び区別のつか

ないもの）に分類した。表 3 はこの分類による

集計結果を示している。表 3 のように，論文が

全体の 7 割を占め，書籍がそれに次いで 2 割，

これで全体の 9 割になる .

表 2　巻号別参照文献数

表 3　参照文献の分類別件数

　

以上のうちの論文を掲載誌別に集計し，各掲

載誌を学術分野に振り分けた。掲載誌の各学

術分野への振り分けには，Polite and Watson 

（2009）の分類を用いた。Polite and Watson 

（2009）の SNA 分析に採用されなかった学術

誌については，上記のように，これを扱うた

めに事前に Basket 問題 5）を慎重に検討する

必要がある。そこでこの取り扱いは今後の研

究課題とすることにして，今回の分析からは

除外した。Polite and Watson （2009）の SNA

分析では 113 学術誌が採用されたが，対象を

JAIS だけに限定した本研究では，このうち 95

学術誌が含まれた。表 4 はこれらを Polite and 

Watson （2009）の基準により学術分野に分類

した結果である。ここで「その他」は彼らが特

定の分野に限定できなかったもの （Multiple / 

Unclassified） である。これらは通常，複数の

学術分野に跨る学際的な学術誌である。

本稿で研究対象とする JAIS の 95 論文で参

照された文献数は，合計 4,227 本であった。表

4 では参照文献数に展開した結果も右列に示し

ている。以降のデータ分析ではこのデータを用

いる。

　

表 4　JAIS 参照文献の学術分野への割当

Polite and Watson（2009）の SNA の結果（例

えば彼らの図 2）を見ると，彼らの分類基準に

よる集計結果が妥当であるかどうかについて疑

問が出てくる。Basket 問題により，特に重要

な学術誌を異なる分野に分類した場合は，表 4

で示した参照分野毎の順位は，学術誌のそもそ

もの分類結果によって違ってくる可能性がある。

分類
論文
書籍
予稿原稿
ウェブページ
法令や標準
新聞記事
その他
合計

参照文献数
7,280
2,105
528
292
16
10
72
10,303

号
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
合計

8
167
9
167
143
463
177
98
143
117
98
252
115
2,075

9
87
175
228
181
240
162
163
153
158
413

96
2,056

10
133
164
466
178
269
103
141
100
195
248
256
157
2,410

11
145
196
189
212
150
164
130
116
185
210
505
426
2,628

12
145
196
189
212
150
164
130
116
185
210
505
426
2,628

参照文献数学術誌数学術分野
2864経営科学
6688組織科学
2,53645情報システム
14331コンピュータ科学
59434その他
4,227122合計

1
2
3
4
5
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そこで本稿第 1 節で述べた訂正を適用してみ

ると CS については，参照頻度は降順に表 5 の

ようになった。表 5 は、参照された CS 学術誌を、

その参照頻度の降順に並べている。容易に予想

されるように，IEEE と ACM の学術誌が大半

を占めている。網掛け部分は上記の訂正によっ

て追加されたものである。これから，IS 研究

に影響の大きい重要な学術誌が， Polite and 

Watson（2009）では CS の分類から外れていて，

IS と区分されていることが分る。これは本稿

仮説の結果にかなり影響する可能性がある。

表 5 　CS の参照学術誌順位

第 1 節で述べた訂正によって，OS において

も追加が 2 件発生する。表 6 は，この 2 件の入

れ替えが OS の参照学術誌順位にどのような影

響を及ぼすかを示した表である。これも参照さ

れた OS 学術誌を、その参照頻度の降順に並べ

ている。表 5 と同様に追加された 2 件は網掛け

されている。こちらでは追加された 2 件は低順

位にあるので，本稿仮説への影響は少ないかも

表 6　OS の参照学術誌順位

表 7　JAIS 参照文献の割当（訂正後）

しれない。

以上の入れ替えの結果，表 5 と表 6 で示し

た CS と OS における追加だけでなく，IS とそ

の他のリストからの除外も発生する。この結果，

表 4 は表 7 のように変わる。両者を比較すると，

CS の学術誌数及び分野別の参照文献数が増え

て，IS のそれらが減っていることが分る。し

かしそれ以外には大きな変化はない。

次節では，元の Polite and Watson （2009）

の分類の場合と，この訂正をした後の分類の場

合で，上記の 3 仮説についての検討を行う。

3. 分析結果

まず，元の Polite and Watson（2009）の分

類で分析を行う。本稿 1 節で示した最初の 2 つ

の仮説は，長期的な傾向についての仮説なので，

本研究では巻号の番号を横軸（説明変数）とす

参照文献数学術誌数学術分野
2864経営科学
69910組織科学
2,41332情報システム
24043コンピュータ科学
58933その他
4,227122合計

1
2
3
4
5
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る時系列分析を行う。縦軸（被説明変数）は各

巻号における IS の参照文献の構成比率である。

このモデルで単回帰分析を実施した結果は，表

8 のようになった。統計的に有意な傾向ではな

いが，説明変数の係数は正である。

表 8　IS についての単回帰分析の結果

現実には仮説 1 と仮説 2 の両方の相対立する

力が働いていると思われるが，総じて IS の自

己参照の傾向が強まっていると見ることができる。

上記の単回帰分析では，論文別に比率を計算

している。これを各号別に集計して同様の分析

を行ってみた。結果は殆ど同じで，統計的に有

意な傾向は見られなかった。しかし傾向近似線

を引くと，僅かに右上がりの傾向がみられる。

図 1 はこれをグラフ化した結果である。

上記の分析方法を他分野に適用して，仮説 3

を検討した。表 9 は CS についての結果である。

これも 5 %の有意水準では統計的に有意な結果

ではない（有意水準 10%なら有意な結果になっ

ている）が，説明変数の係数は負である。これ

から言えることは，IS 研究者が CS 分野の文献

を参照する頻度は低下しつつあるということである。

図 1　各号別の IS 参照比率の推移

表 9　CS についての単回帰分析の結果

表 10  MS についての単回帰分析の結果

表 10 は MS についての同様の分析結果であ

る。これも統計的に有意な結果ではないが，説

明変数の係数は負である。これから言えること

は，IS 研究者が MS 分野の文献を参照する頻

度は低下しつつあるということである。但し p
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値から見て，全く変化はないと言うべきかもし

れない。

表 11 は OS についての同様の分析結果であ

る。これも統計的に有意な結果ではないが，説

明変数の係数は正である。これから言えること

は，IS 研究者が OS 分野の文献を参照する頻度

は増加しつつあるということである。

表 11　OS についての単回帰分析の結果

以上から，JAIS の分析期間中の参照文献を

見るならば，統計的に有意とは言えないけれど，

仮説 1 から推測されるように，IS 文献への参

照は増えつつある傾向があるように見受けられ

る。また，これも統計的に有意とは言えないが，

CS の参照頻度が減って MS 分野への参照は変

わらず，OS 分野への参照頻度が高まる傾向が

あるように見受けられる。

IS は CS から発生した。その創立当初（1970

年代迄）は，CS と MS が参照学術分野の中心

で，組織サブシステムや組織内意思決定との

関連についての主張（例えば Davis, 2003）に

も拘わらず，OS は参照分野と見做されていな

かった（Culnan, 1986）。OS が参照分野として

認められたのは 1980 年代になってからである

（Culnan, 1987）。その後次第に OS の Source

としての役割が拡大してきたが，上記の結果は

その傾向の延長と解釈できるかもしれない。

表 12　IS についての単回帰分析（訂正後）

次に，前節で述べた訂正を行ったデータにつ

いて，同様の分析を行う。表 12 は表 8 に対応

する，訂正後データによる IS についての単回

帰分析結果である。表 8 と同様の結果でわずか

に正の傾向がみられるが，統計的に有意でない。

表 13 は CS についての表 9 に対応する結果

である。前記の訂正をしたデータで計算してい

る。やはり負の傾向がみられるが，統計的には

有意な結果ではない。

表 14 は MS についての表 10 に対応する結果

である。前記の訂正をしたデータで計算してい

る。やはり負の傾向がみられるが，統計的には

有意な結果ではない。表 10 と同様に，説明変

数の係数は殆ど 0 であり，変化はないというべ

きであろう。

表 15 は OS についての表 11 に対応する結果

である。前記の訂正をしたデータで計算してい

る。やはり正の傾向がみられるが，統計的には

有意でない。

以上，第 1 節で指摘した訂正後のデータで単

回帰分析を再試行したが，結果は訂正前のもの
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と同じであった。

表 13　CS についての単回帰分析（訂正後）

表 14　　MS についての単回帰分析（訂正後）

表 15　OS についての単回帰分析（訂正後）

4. まとめ

IS 研究の独自性や学術的貢献について，IS

分野では当初からかなりの疑問・批判があり，

多くの研究者が議論をしてきた。IS について

上記の世界的・長期的な議論があり，今まで

日本の関連学会においても，本稿で参照した

ように幾つかの論文や研究発表があった。最

近では日本情報経営学会誌において，Rigor 

& Relevance 特集号が刊行される。Rigor & 

Relevance は IS 研究における学術的貢献と社

会貢献のバランスあるいは両立の問題であった。

IS 研究の独自性や社会貢献に関わるもう一

つの問題が，IS の学術的独立性及び他分野に

対する学術的貢献の問題である （Straub, 2012）。

本稿 1 節では，文献研究を基にその経緯と現状

について検討した。その議論の中から 3 つの仮

説を抽出した。本稿ではこれらを JAIS 掲載論

文の参照分析により検討した。第 2 節では分析

方法と分析に用いたデータとを説明した。第 3

節では時系列分析，具体的には単回帰分析の方

法でこれらの仮説を検証した。仮説 1 と仮説 2

は相対立する仮説であり，両者の力が綱引きを

しているのが現実であろう。本研究では両者を

区別して測定することはできなかったが，分析

結果から，仮説 1 のほうが勝っているように見

えた。

第 1 節で述べたように，前世紀中は IS の独

自性を求める研究・論調が主流であったが，今

世紀，特に 2010 年以降になって，他関連分野

への貢献を主張するあるいは求める論調が強く

なりつつある。他関連分野への貢献を求めれば，

関連分野への参照が増えるのは当然であり，世
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紀の区切りを境として，IS の学術的貢献につ

いて論調が全く変わったと言える。

第 3 節では更に，3 つの主要参照分野の参照

頻度に傾向があるかどうかを分析した。これ

らも統計的に有意な結果とは言えなかったが，

CS への参照が減りつつあり，MS への参照は

変わらず，OS への参照が増えつつある気配が

見えた。

IS 研究の独自性及び社会貢献の問題は，情

報システム学を主たる研究対象とする筆者に

とっても看過できない問題である。IS の出現

以来，この問題については多数の議論がなされ

てきた。その研究方法には，文献調査・参照分析・

SNA などがあった。日本ではこれらの研究は

少なく，あまり議論されてこなかったが，前記

のように，最近は注目が集まりつつある。この

ような中で本稿は，日本では例が少ない参照分

析による研究結果を紹介した。

今後の研究課題には次のような点がある。第

一に，実証分析の結果は統計的に有意ではな

かった。第二に，標本が JAIS に限定されてい

るために標本数が少ないことが弱点である。し

かし JAIS に限定すること，特に刊行方針が安

定している期間の標本に限定することで，掲載

誌や掲載論文数の偏りによる参照数の時系列的

な変動の問題を緩和することができる。本稿で

は学術誌別に集計するのではなく分野別に集計

することで，更に全体に対する分野の比率によ

り比較している。

そして第三に，時系列分析としては標本採用

期間が 5 年間と短いことがある。研究及び研究

テーマの傾向は短期間に大きく変化するもので

はない。実際の変化は僅かずつである。しか

し 5 年分のデータ分析の結果，統計的に有意で

ないにしろ，僅かな変化の傾向を知ることがで

きた。5 年は傾向を把握するには十分でないか

もしれないが，何らかの事象による誤差と考え

るには長過ぎる期間である。但し前記のように，

今世紀になって IS の主導的な論者の論調が全

く変わったので，それ以前即ち前世紀の標本も

含めて実証研究を行うことが必要である。しか

しこれは今後の研究課題としたい。
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注────────
1）	 IS の基盤領域として何を列挙するかは，論者

によって多少異なる。例えば Culnan（1986）
は CS, MS, OS の 他 に 行 動 科 学 （behavioral 
science） を 挙 げ て い る。Hamilton and Ives

（1983）は更に会計（accounting） を挙げている。
しかし CS, MS, OS は全ての論者に共通してい
るので，本稿ではこの 3 分野を基盤領域として
いる。

2）佐々木（2011）は第三の問題として，実証主義
と解釈主義のバランスの問題を挙げている。

3）Nerur and Sikora （2005） は Sink を Storer と
呼んでいる。

4） 参 照 分 析 は citation analysis, co-citation 
analysis, あるいは Bibliometrics （Culnan, 1986）
と呼ばれる，1960 年代から多様な学術分野で使
われてきた分析方法である。参照分析の方法は
古くから，学術誌の品質評価 （Katerattanakul, 
Razi, and Kam, 2003; Straub and Anderson, 
2005） や ラ ン キ ン グ （Holsapple et al.,1994; 
Lowry et al., 2004） 等にも使われている。

5）参照分析にどの学術誌を含めてどれを除外す
るか，どの学術誌をどの分野に含めるかの判断 
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（Basket 問題） によって，分析結果は異なって
くる。どれを含めるかは研究者の主観的判断，
過去の研究で採択された （あるいはされなかっ
た） もの等の基準で研究者毎に判断されること
が多く，研究間でばらばらである。
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